
資 産 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品 及 び 商 品

原 材 料

仕 掛 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

借 地 権

投 資 等

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

子 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

負 債 の 部

流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
一年以内償還の転換社債
一年以内返済の長期借入金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
前 受 金
預 り 金
アフターサービス費引当金
製 品 保 証 引 当 金
子 会 社 支 援 引 当 金
延 払 未 実 現 利 益
そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債
長 期 借 入 金
再評価に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
長 期 預 り 金
預 り 保 証 金

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
特 別 償 却 準 備 金
圧 縮 記 帳 積 立 金
別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益
（う ち 当 期 利 益）

土地再評価差額金
株式等評価差額金
自 己 株 式

資 本 合 計

（

負債及び資本合計

）

（単位 百万円）

貸 借 対 照 表
（平成 年３月 日現在）

           



（注） 重要な会計方針
（ ） 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券………………………償却原価法（定額法）
子会社及び関連会社株式…………………総平均法による原価法
その他有価証券 時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理
し、売却原価は総平均法により算定）

時価のないもの………総平均法による原価法
（ ） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品・商品・原材料・仕掛品……………後入先出法による低価法
（ ） 有形固定資産の減価償却方法は定率法によっております。但し、レクリェーション

事業に係る施設については定額法によっております。
（ ） 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備える為、当期末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務債務につきましては、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（ 年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異につきましては、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（ 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用
処理しております。

（ ） 役員退職慰労引当金は、役員退職時の慰労金発生に備えて、役員退職慰労金内規に
基づき、当期末要支給額を計上しております。
尚、役員退職慰労引当金は、平成 年改正前商法第 条の に規定する引当金であ
ります。

（ ） 子会社支援引当金は、子会社が抱える欠損金を解消するための当社負担見込額を計
上しております。
尚、子会社支援引当金は、平成 年改正前商法第 条の に規定する引当金であり
ます。

（ ） 延払条件付販売については、回収期限の到来日をもって売上収益実現の日としてお
ります。

（ ） 消費税等の会計処理方法は税抜方式によっております。
子会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 百万円 長期金銭債権 百万円
短期金銭債務 百万円 長期金銭債務 百万円
有形固定資産の減価償却累計額 百万円
土地の再評価に関する法律（平成 年 月 日公布法律第 号）に基づき、事業用土
地の再評価を行っております。

（ ） 再評価実施日 平成 年 月 日
（ ） 再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成 年 月 日公布政令第 号）第 条第 号
に定める 地方税法第 条第 号の土地課税台帳又は同条第 号の土地補充課税
台帳に登録されている価格 により算定しております。

（ ） 再評価を行った事業用土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額
百万円

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資
産として、コンピューター設備等があります。
重要な外貨建資産
投資有価証券 百万円 （ 千台湾ドル他）
子会社株式 百万円 （ 百万インドネシアルピア・ 千米ドル他）
子会社出資金 百万円 （ 千中国元・ 千ユーロ他）
その他投資等 百万円 （ 千ユーロ他）
担保提供資産
投資有価証券 百万円

保 証 債 務 百万円
輸出受取手形割引高 百万円
１株当たり当期利益 円 銭
当期から 一株当たり当期純利益に関する会計基準 （企業会計基準第２号平成 年
月 日）を適用して算定しております。
資産の時価評価差額金に係る配当制限
貸借対照表の資本の部に計上されている 株式等評価差額金 百万円は、平成
年改正前商法第 条第 項第 号の規定により、配当に充当することが制限されるも
のであります。
当期から 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 （企業会計基準第１
号平成 年 月 日）を適用しております。これによる当期の損益に与える影響は軽
微であります。
商法施行規則 （平成 年 月 日法務省令第 号）に基づいて、当期より貸借対照

表の資本の部の表示（名称・配列）を変更しております。
ヤマハリゾート株式会社との合併
当社は、平成 年 月 日開催の定時株主総会において承認を受けました合併契約書
に基づき、平成 年 月 日をもって、ヤマハリゾート株式会社と合併いたしました。

（ ） 合併の日
平成 年 月 日（合併登記日）

（ ） 合併による会社財産の引継
当社を存続会社、ヤマハリゾート株式会社を消滅会社とする合併について、当社が
承継した資産の額、負債の額は以下の通りであります。
承継した資産の額 百万円
承継した負債の額 百万円
承継した純資産の額 百万円

尚、合併の結果、当社の資本金は、 百万円（変更なし）、資本準備金は
百万円増加し、 百万円となりました。但し、合併差益 百万円と当社の保
有していたヤマハリゾート株式会社株式を相殺したほか、ヤマハリゾート株式会社
より 百万円の土地再評価差額金を承継しております。



（単位 百万円）

損 益 計 算 書
平成 年４月１日から
平成 年３月 日まで

経 常 損 益 の 部

営 業 損 益 の 部
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
延 払 未 実 現 利 益
合 計 売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費
営 業 利 益

営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益
受 取 利 息
受 取 配 当 金
そ の 他
営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他
経 常 利 益

特 別 損 益 の 部

特 別 利 益
固 定 資 産 処 分 益
諸 引 当 金 戻 入 額
関連会社株式売却益

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
投資有価証券評価損
子 会 社 株 式 評 価 損
子会社出資金評価損
子会社支援引当金繰入額
構 造 改 革 費 用

税 引 前 当 期 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 利 益
前 期 繰 越 利 益
土地再評価差額金取崩額
中 間 配 当 額
当 期 未 処 分 利 益

（注）子会社との取引高 売 上 高 百万円
仕 入 高 百万円
営業取引以外の取引高 百万円


